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富里市支線交通実証運行実施計画 
 
（１）運行事業者の決定 

 運行事業者の決定までの経緯 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 結果 
 さとバス実証運行業務 デマンド交通実証運行業務 
選定参加事業者 ５社 ２社 
プレゼンテーション 
参加事業者 

２社 １社 

決定事業者 千葉交通株式会社 成田タクシー株式会社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２４年１２月１７日 

選定委員会（第２回）の開催 
 プレゼンテーションの実施 
 運行事業者の決定 

企画提案書の提出依頼 平成２４年１２月２１日 

平成２５年１月２１日 

資料１ 

企画提案書の提出締切 平成２５年１月１５日 

       ～    （企画提案書の作成） 

選定委員会（第１回）の開催 
 ①選定の方法 
  ・企画提案書に基づくプロポーザル方式 
 ②選定参加事業者の決定 
  ・入札参加資格者名簿登録事業者（車両運行管理業務） 
  ・印旛郡市内若しくは芝山町・山武市に営業所を有する 
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（２）運行ダイヤについて 
ｱ. さとバス実証運行業務 
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ｲ. デマンド実証運行業務 
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   道 路 運 送 法 第 ９ 条 第 ４ 項 ， 及 び 同 法 施 行 規 則 第 ９ 条  

   第 ２ 項 に 掲 げ る 協 議 が 調 っ て い る こ と の 証 明 書 （ 案 ）  

 

 平 成 ２ ５ 年 １ 月 ２ ４ 日 開 催 の 富 里 市 地 域 公 共 交 通 会 議 に お い て ，

下 記 事 項 に 関 し ， 協 議 が 調 っ た こ と を 証 明 す る 。  

 

１  協 議 が 調 っ て い る 路 線 又 は 営 業 区 域  

  路 線 ： 新 橋 循 環 （ 七 栄 ・ 新 橋 ・ 中 沢 地 区 ）  

 

２  協 議 が 調 っ て い る 運 行 系 統 又 は 運 送 の 区 間  

  定 時 定 路 線 運 行 と し ， 運 行 系 統 は 以 下 の と お り と す る 。  

 （ 詳 細 は 別 紙 １ ， ２ の と お り ）  

 （ １ ） 第 １ 便 と 第 ２ 便 （ 別 紙 １ ）  

    起 終 点 ： 富 里 市 役 所  

    内 回 り  

     市 役 所 ～ 富 里 高 校 ～ 西 内 野 ～ 新 橋 ～ 中 沢 入 口 ～ 市 役 所  

    外 回 り  

     市 役 所 ～ 中 沢 入 口 ～ 新 橋 ～ 西 内 野 ～ 富 里 高 校 ～ 市 役 所  

 （ ２ ） 第 ３ 便 か ら 第 １ ０ 便 （ 別 紙 ２ ）  

    起 終 点 ： 富 里 バ ス タ ー ミ ナ ル  

    内 回 り  

     富 里 バ ス タ ー ミ ナ ル ～ 西 内 野 ～ JR 酒 々 井 駅 ～新 橋 ～  

     中 沢 入 口 ～ 市 役 所 ～ 富 里 高 校 ～ 富 里 バ ス タ ー ミ ナ ル  

    外 回 り  

     富 里 バ ス タ ー ミ ナ ル ～ 富 里 高 校 ～ 市 役 所 ～ 中 沢 入 口 ～  

     新 橋 ～ JR 酒 々 井 駅 ～ 西 内 野 ～ 富 里 バ ス タ ー ミ ナ ル  

  

３  協 議 が 調 っ て い る 運 賃 （ 料 金 ） の 種 類 ， 額 及 び 適 用 方 法  

 （ １ ） 普 通 乗 車 券  

    １ 乗 車 あ た り の 運 賃 は 下 記 の と お り と す る 。  

分 類  市 内  
市 外  

（ JR 酒 々 井 駅 ）  

大 人  300 円  400 円  

資料２－１ 

（さとバス） 
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小 学 生  100 円  200 円  

後 期 高 齢 者 医 療 被 保 険 者 証 を お

持 ち の 方  
150 円  200 円  

身 体 障 害 者 手 帳 ， 療 育 手 帳 又 は

精 神 障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 を お 持

ち の 方 ， 小 学 生 未 満  

無 料  

※高齢者，障がい者等で介助を必要 とする方の介助者の運賃は上記

分類による。 

※小 学 生 未 満 は 保 護 者 と 同 乗 す る 場 合 の み ， 利 用 可 能 と す る 。  

※ 割 引 制 度 と し て 回 数 券 を 発 行 す る 。  

 （ ２ ） 回 数 券  

    回 数 券 は １ １ 枚 つ づ り で 下 記 の と お り と す る 。  

分 類  市 内  
市 外  

（ JR 酒 々 井 駅 ）  

大 人  3,000 円  4,000 円  

小 学 生  1,000 円  2,000 円  

後 期 高 齢 者 医 療 被 保 険 者 証 を お

持 ち の 方  
1,500 円  2,000 円  

 

４  適用する期間又は区間その他の条件を付す場合には，その条件 

適 用 期 間  平成 25 年 4 月 1 日から 

運 行 日  土 日 祝 祭 日 ， 年 末 年 始 （ 12 月 29 日 ～ 1 月 3 日 ） を

除 く 平 日 の み 運 行  

運 行 時 間  午 前 7 時 か ら 午 後 6 時 ま で  

運 行 便 数  １ 日 １ ０ 便  

使 用 車 両  富 里 市 が 所 有 す る バ ス 車 両 （ 乗 車 定 員 11 人 以 上 29

人 以 下 の 小 型 自 動 車 ） 2 台  

運 行 主 体  道 路 運 送 法 第 4 条 に 定 め る 一 般 乗 合 旅 客 自 動 車 運 送

事 業 の 許 可 を 得 て い る 千 葉 交 通 株 式 会 社 で 行 う  

 

 

 

 

                  平 成 ２ ５ 年 １ 月 ２ ４ 日  

                  富 里 市 地 域 公 共 交 通 会 議  

                  会 長  石  規  
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別紙１ 「第１便・第２便路線図：市役所発着」 

 
（外） 

（内） 
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別紙２ 「第３便～第１０便路線図：富里バスターミナル発着」 

 

（内） 

（外） 
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   道 路 運 送 法 第 ９ 条 第 ４ 項 ， 及 び 同 法 施 行 規 則 第 ９ 条  

   第 ２ 項 に 掲 げ る 協 議 が 調 っ て い る こ と の 証 明 書 （ 案 ）  

 

 平 成 ２ ５ 年 １ 月 ２ ４ 日 開 催 の 富 里 市 地 域 公 共 交 通 会 議 に お い て ，

下 記 事 項 に 関 し ， 協 議 が 調 っ た こ と を 証 明 す る 。  

 

１  協 議 が 調 っ て い る 路 線 又 は 営 業 区 域  

  富 里 市 全 域  

 

２  協 議 が 調 っ て い る 運 行 系 統 又 は 運 送 の 区 間  

  区 域 運 行 と し ， 基 本 的 な 運 行 経 路 ， 運 行 ダ イ ヤ ， 乗 降 ポ イ ン ト  

  を 設 定 し ， 利 用 者 か ら 事 前 予 約 が あ っ た 場 合 に 運 行 す る 乗 合 方  

  式 の デ マ ン ド 交 通 と す る 。  

  基本的な運行経路・乗降ポイントは以下のとおりとする。 

 （ １ ） 根 木 名 ル ー ト （ 別 紙 １ ）  

    富 里 バ ス タ ー ミ ナ ル と 市 役 所 間 の 往 復 運 行  

     

 （ ２ ） 十 倉 ル ー ト （ 別 紙 ２ ）  

    富 里 バ ス タ ー ミ ナ ル と 八 街 駅 間 の 往 復 運 行  

 

 （ ３ ） 高 松 ル ー ト （ 別 紙 ３ ）  

    富 里 バ ス タ ー ミ ナ ル と 八 街 駅 間 の 往 復 運 行  

     

３  協 議 が 調 っ て い る 運 賃 （ 料 金 ） の 種 類 ， 額 及 び 適 用 方 法  

 （ １ ） 普 通 乗 車 券  

    １ 乗 車 あ た り の 運 賃 は 下 記 の と お り と す る 。  

分 類  市 内  
市 外  

（ 八 街 駅 ）  

大 人  300 円  400 円  

小 学 生  100 円  200 円  

後 期 高 齢 者 医 療 被 保 険 者 証 を お 持 ち

の 方  
150 円  200 円  

身 体 障 害 者 手 帳 ， 療 育 手 帳 又 は 精 神

障 害 者 保 健 福 祉 手 帳 を お 持 ち の 方 ，

小 学 生 未 満  

無 料  

資料２－２ 

（デマンド交通） 
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※高齢者，障がい者等で介助を必要とする方の介助者の運賃は上記 

 分類による。 

※小 学 生 未 満 は 保 護 者 と 同 乗 す る 場 合 の み ， 利 用 可 能 と す る 。  

※ 割 引 制 度 と し て 回 数 券 を 発 行 す る 。  

 （ ２ ） 回 数 券  

    回 数 券 は １ １ 枚 つ づ り で 下 記 の と お り と す る 。  

分 類  市 内  
市 外  

（ 八 街 駅 ）  

大 人  3,000 円  4,000 円  

小 学 生  1,000 円  2,000 円  

後 期 高 齢 者 医 療 被 保 険 者 証 を お 持 ち

の 方  
1,500 円  2,000 円  

 

４  適用する期間又は区間その他の条件を付す場合には，その条件 

適 用 期 間  平成 25 年 4 月 1 日から 

運 行 日  土 日 祝 祭 日 ， 年 末 年 始 （ 12 月 29 日 ～ 1 月 3 日 ） を

除 く 平 日 の み 運 行  

運 行 時 間  午 前 8 時 か ら 午 後 6 時 ま で  

運 行 便 数  各 ル ー ト １ 日 ８ 便  

使 用 車 両  受 託 者 が 所 有 す る 乗 車 定 員 ５ 名 以 下 の 普 通 乗 用 車  

（ セ ダ ン 型 車 両 ）  

運 行 主 体  道 路 運 送 法 第 4 条 に 定 め る 一 般 乗 用 旅 客 自 動 車 運 送

事 業 の 許 可 を 得 て い る 成 田 タ ク シ ー 株 式 会 社 で 行 う  

 

 

 

 

 

                  平 成 ２ ５ 年 １ 月 ２ ４ 日  

                  富 里 市 地 域 公 共 交 通 会 議  

                  会 長  石  規  

 

 



3 

  

 

根木名ルート：富里バスターミナル～市役所往復」 

別紙１ 
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十倉ルート：富里バスターミナル～八街駅往復 

別紙２ 
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高松ルート：富里バスターミナル～八街駅往復 

別紙３ 
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道路運送法（抜粋） 
（一般乗合旅客自動車運送事業の運賃及び料金） 

第九条 一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者（以下「一般乗合旅客自動車運送事

業者」という。）は、旅客の運賃及び料金（旅客の利益に及ぼす影響が比較的小さい

ものとして国土交通省令で定める運賃及び料金を除く。以下この条、第三十一条第二

号、第八十八条の二第二号及び第五号並びに第八十九条第一項第一号において「運賃

等」という。）の上限を定め、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを

変更しようとするときも同様とする。 

２ 国土交通大臣は、前項の認可をしようとするときは、能率的な経営の下における適

正な原価に適正な利潤を加えたものを超えないものであるかどうかを審査して、これ

をしなければならない。 

３ 一般乗合旅客自動車運送事業者は、第一項の認可を受けた運賃等の上限の範囲内で

運賃等を定め、あらかじめ、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。これ

を変更しようとするときも同様とする。 

４ 一般乗合旅客自動車運送事業者が、地域における需要に応じ当該地域の住民の生活

に必要な旅客輸送の確保その他の旅客の利便の増進を図るために乗合旅客の運送を

行う場合において、国土交通省令で定めるところにより、地方公共団体、一般乗合旅

客自動車運送事業者、住民その他の国土交通省令で定める関係者が当該運送に係る運

賃等について合意しているときは、当該一般乗合旅客自動車運送事業者は、第一項及

び前項の規定にかかわらず、あらかじめ、その旨を国土交通大臣に届け出ることをも

つて足りる。これを変更しようとするときも同様とする。 

５ 一般乗合旅客自動車運送事業者は、第一項の国土交通省令で定める運賃及び料金を

定めようとするときは、あらかじめ、その旨を国土交通大臣に届け出なければならな

い。これを変更しようとするときも同様とする。 

 
道路運送法施行規則（抜粋） 
（一般乗合旅客自動車運送事業の運賃等の届出） 

第九条 法第九条第三項又は第四項の規定により運賃等の設定又は変更の届出をしよ

うとする者は、当該運賃等の実施予定日の三十日前までに、次に掲げる事項を記載した

運賃等設定（変更）届出書を提出するものとする。 
２ 法第九条第四項の規定による運賃等の設定又は変更の届出に係る前項の届出書に

は、当該届出に係る運賃等について次条に規定する地域公共交通会議又は地域公共交

通の活性化及び再生に関する法律（平成十九年法律第五十九号）第六条に規定する協

議会（第九条の三第一項第二号から第五号に掲げる者を構成員に含むものに限る。以

下単に「協議会」という。）において協議が調つていることを証する書類を添付する

ものとする。 

参考資料 




